
森林ＧＩＳフォーラム規程 

総　則 
［名称］ 
第１条　本会は、森林ＧＩＳフォーラムと称する。 
［目的］ 
第２条本会は、森林情報システムにおけるＧＩＳの人的交流、調査研究、普及啓発、開発
支援を行うことにより、わが国における森林情報システムの健全な発展を図るとともに、
ＧＩＳにより多面的な情報化の実現に寄与することを目的とする。 
［事業］ 
第３条　本会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 
(1)森林ＧＩＳに関する研究者、実務者の人的交流 
(2)森林ＧＩＳに関する調査研究 
(3)森林ＧＩＳに関する普及啓発  
(4)森林ＧＩＳに関する開発支援 

資産及び会計 
［資産］ 
第４条　本会の資産は、次に掲げるものをもって構成する。 
(1)一般会費による収入 
(2)事業に伴う収入 
(3)賛助会費その他の収入 
［資産の管理］ 
 第５条　本会の資産は、会長が管理し、その管理方法は、運営委員会の議決による。 た
だし、その使途または管理方法を指定して寄付された資産については、その指定に従わな
ければならない。 
［経費の支弁］ 
第６条　本会の経費は、資産をもって支弁する。 
［事業年度］ 
第７条　本会の事業年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 
［事業計画及び収支予算］ 
第８条　本会の事業計画及び収支予算書は、会長が作成し、毎事業年度開始前に運営委員
会の議決を得なければならない。 
［事業報告及び収支決算］ 
第９条　本会の事業報告書、収支決算書は、会長が毎事業年度終了後遅滞なく作成し、監
事の監査を経た後、運営委員会に報告しなければならない。 
［特別会計］ 
第１０条　本会は、事業の遂行上必要があるときは、運営委員会の議決を得て、特別会計
を設けることができる。 
②前項の特別会計に掛る経理は、一般の経理と区分して整理するものとする。 

役　員 
［種類及び定数］ 
第１１条　本会に次の役員を置く。 



(1) 運営委員５人以上２０人以内 
(2) 監事２人以上３人以内  
②　運営委員のうち、１人を会長とする。 
［選任］ 
第１２条　運営委員、監事は、運営委員会において選任する。 
②　会長は運営委員の互選により定める。 
③　運営委員及び監事は、相互にこれを兼ねることができない。 
［職務］ 
第１３条　運営委員は運営委員会を構成し、業務の執行を決定する。 
②　会長は本会を代表し、業務を統括する。 
③　監事は一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第９９条から第１０６条および関
連の条文、規定に準じた職務を行う。 
［任期］ 
第１４条　役員の任期は、２年とする。但し再任を妨げない。 
②　補欠または増員により選任された役員の任期は、前項の規定にかかわらず、前任者ま
たは他の現任者の残任期間とする。 
③　役員は、辞任または任期満了の後においても、後任者が就任するまでは、その職務を
行わなければならない。 
［解任］ 
第１５条　役員の解任は、運営委員会において運営委員の現在数の３分の２以上の議決を
得て行うものとする。 
［報酬］ 
第１６条　役員は無報酬とする。ただし常勤の役員については、運営委員会の同意を得て
報酬を支給することができる。 
［専門委員］ 
第１７条　本会は必要に応じて専門委員を置くことができる。 
②専門委員は、会員のうちから、運営委員会の推薦により、会長が委嘱する。 
③専門委員は、本会の事業を執行する。 
④第１４条の規定は、専門委員について準用する。 
［顧問］ 
第１８条　本会に顧問を若干名置くことができる。 
②　顧問は、学識経験者のうちから、運営委員会の推薦により、会長が委嘱する。 
③　顧問は、本会の運営に関して会長の諮問に答え、又は会長にたいして意見を述べる。 
④　第１４条の規定は、顧問について準用する。 

運営委員会 
［運営委員会の構成］ 
第１９条　本会に、運営委員会を置く。 
②　運営委員会は運営委員をもって構成する。 
③　専門委員は運営委員会に出席し意見を述べることができる。 
④　監事は運営委員会に出席し意見を述べることができる。 
［運営委員会の機能］ 
第２０条　運営委員会は、本会の運営に関する重要事項を決議する。 
［運営委員会の開催及び召集］ 
第２１条　運営委員会は通常運営委員会及び臨時運営委員会とする。 



②　通常運営委員会は、毎年１回開催する。 
③　臨時運営委員会は、次の各号の一つに該当する場合に開催する。 
(1)運営委員会が必要と認めたとき。 
(2)運営委員現在数の３分の１から会議の目的たる事項を示して請求があったとき。 
(3)監事の全員から会議の目的たる事項を示して請求があったとき。 
(4)前３号に掲げる場合のほか、会長が特に必要があると認めたとき。 
④運営委員会は会長が召集する。 
⑤運営委員会の召集は、日時及び場所並びに会議の目的たる事項及びその内容をしめした
書面をもって、開会の日の７日前までに通知しなければならない。ただし、 議事が緊急を
要する場合において、あらかじめ運営委員会において定めた方法により召集する時は、こ
の限りでない。 
［運営委員会の議長］ 
第２２条　運営委員会の議長は会長がこれにあたる。 
［運営委員会の定足数及び議決方法］ 
第２３条　運営委員会は運営委員現在数の２分の１以上の出席をもって成立する。 
②　運営委員会の議決は出席運営委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長
の決するところによる。ただし、第１５条により解任の議決はこの限りでない。 
③　運営委員会は、第２１条第５項の規定によりあらかじめ通知された事項についての
み議決することができる。ただし、議事が緊急を要するもので、出席運営委員の３分の
２以上の議決があった場合は、この限りでない。 
④　議決すべき事項につき特別な利害関係を有する運営委員は、当該事項について表決
権を行使することができない。 
⑤　運営委員が運営委委員会の目的である事項について提案した場合において、運営委
員の全員が、書面又は電磁的方法により同意の意思表示をしたときは、その提案を可決
する旨の運営委員会の決議があったものとみなす。 

［運営委員会の書面表決等］ 
第２４条　やむを得ない理由のため、運営委員会に出席できない運営委員は、あらかじめ
通知された事項について、書面又は代理人をもって表決権を行使することができる。 
②　前項の代理人は、代理権を証する書面を会議の開催の宣言と同時に、議長に提出し
なければならない。 

［運営委員会の議事録］ 
第２５条　運営委員会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければな
らない。 
(1)開催の日時及び場所 
(2)運営委員の現在数 
(3)出席運営委員の数及び氏名（書面表決者及び代理人表決者を含む） 
(4)議決事項 
(5)議事の経過の概要 
(6)議事録署名人の選任に関する事項 
②　議事録には、議長及び出席した運営委員のうちから運営委員会において選任された議
事録署名人２名以上が署名押印しなければならない。 



専門委員会 
［専門委員会の構成］ 
第２６条　本会は、事業の円滑な推進を図るため、専門委員会を置くことができる。 
②　専門委員会は専門委員をもって構成する。 
③　顧問は専門委員会に出席し意見を述べることができる。 
［専門委員会の機能］ 
第２７条　専門委員会は、運営委員会による決定された事業を遂行する上で必要な事項に
ついて、調査し、研究し、又は審議する。 
②　専門委員会の組織及び運営に関して必要な事項は、会長が運営委員会の議決を得
て、別に定める。 

会　員 
［会員の種類］ 
第２８条本会は一般会員と賛助会員から構成する。 
［一般会員］ 
第２９条　本会の目的に賛同し、その事業に協力しようとする個人を一般会員とする。 
②　一般会員は運営委員会の定めるところによる、本会の事業活動に参加することがで
きる。 
③　一般会員は、運営委員会の定めるところにより、年会費を納入しなければならな
い。 
④　前項に定めるほか、一般会員及び年会費に関して必要な事項は、会長が運営委員会
の議決を得て、別に定める。 

［賛助会員］ 
第３０条　本会の目的に賛同し、その事業に協力しようとする団体を賛助会員とする。 
②　賛助会員は運営委員会の定めるところによる、本会の事業活動に参加することがで
きる。 
③　賛助会員は、運営委員会の定めるところにより、賛助会費を納入しなければならな
い。 
④　前③項に定めるほか、賛助会員及び賛助会費に関して必要な事項は、会長が運営委
員会の議決を得て、別に定める。 

補　則 
［事務局］ 
第３１条　本会に、事務を処理するため事務局を置く。 
②　事務局には、所要の職員を置く。 

［実施細則］ 
第３２条　この規程の実施に関して必要な事項は、運営委員会の議決を得て、会長が別に
定める。 
［改正］ 
第３３条　この規程の改正は、運営委員会において運営委員の現在数の３分の２以上の議
決を得て行うものとする。 

付　則 
１　この規程は、設立総会のあった日から施行する。 
２　本会の最初の事業年度は第７条の規定にかかわらず、設立総会の日から１９９５年３



月３１日までとする。 
３　本会の設立当初の役員は、第１２条の規定にかかわらず、設立総会の定めるところに
より、その任期は、第１４条の規定にかかわらず、１９９６年３月３１日までとする。 
４　規定第３１条に定める事務局を茨城県つくば市松の里１　国立研究開発法人　森林研
究・整備機構　森林総合研究所内に置く。 
改訂平成２９年５月１５日　第１３条、第２１条、第２３条を修正　平成２９年５月１６
日より施行


